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研究成果の概要（和文）：本研究では組織能力と組織・製品アーキテクチャの視点に基づき、韓国企業と日本企業のグ
ローバル戦略を分析した。新興国戦略を成功させている日本企業の場合、現地ニーズを新たにセンシングして、既存の
自社技術と現地部品を效率的に活用する戦略を展開しているのが共通の特徴である。具体的な製品アーキテクチャ戦略
として、日本企業の場合、オープン・インテグラル戦略、韓国企業の場合、オープン・モジュラー戦略を駆使している
と考えられる。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed global strategy of Korean and Japanese firms in terms of 
organizational capabilities and organization/product architecture framework. Successful Japanese global 
firms in emerging markets adopt a set of business strategies that effectively sense the target market 
needs and apply their technology capability to utilize component parts provided by local suppliers in the 
target market regions. As an architecture strategy, it is considered that Japanese firms make full use of 
open-integral architecture strategy, but Korean firms focus on open-modular architecture strategy.

研究分野： 国際経営

キーワード： 組織能力　組織アーキテクチャ　製品アーキテクチャ　グローバル戦略　オープンインテグラル　オー
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１．研究開始当初の背景
 
従来の企業の競争優位に関する研究では、企
業の独特の組織能力、あるいは有利なポジシ
ョンが競争優位の差別化要因だと言われて
きた(Barney, 2002)
しかし、私の研究も含めた近年の研究が明ら
かにしてきたのは、ある企業の独特の組織能
力は長期間にかけてその企業に定着されて
構築されるので、外部環境の変化に俊敏に対
応することを妨げる場合もあることである
(朴, 2009; 2010;2011)
にコア・コンピタンスを見直しつつ、外部環
境に対応することができる能力を構築し得
ない時、強い組織能力はかえって“コンピタ
ンストラップ（
リジディティ（
まうこともある
2002)
と Hamel & Prahalad (1994)
とアメリカの企業を比較して、日本企業の優
れた特徴を紹介しているが、現在逆に日本企
業も新興国で成長している韓国企業などか
ら学ばなければならないという声も大きく
なっている。こうした歴史的事実は、日常的
なイノベーションに集中するようになれば、
ルーチンワークやチャンネルに埋め込まれ
ているアーキテクチャ知識が慣性化されて、
外部環境が変化しても容易には組
らないことを意味する。言い換えれば、これ
まで有用だった情報フィルターにずっと寄
り掛かるようになり、組織及び製品・サービ
スに対するアーキテクチャ知識が陳腐化し
てしまい、ライバル企業の新しいアーキテク
チャによるイノベーションに対抗すること
ができなくなる可能性もある。そのため、い
かに外部変化に合わせてダイナミックに組
織能力を構築していくかが昨今の企業の課
題になりつつある。
これまでの研究から明らかになってきてい
るのは、こうした組織能力と製品アーキテク
チャとの間には適合性があることである
本・延岡
朴他, 2010;2011)
究では、製品アーキテクチャ、コア・コンピ
タンス、情報システムとの間には影響関係が
あることを突き止めた
朴, 2009;
しては、インテグラル製品アーキテクチャに
近い自動車産業とモジュラー製品アーキテ
クチャに近い電子産業の間では、製品ごとの
設計プロセスが異なり、こうした設計プロセ
スを考慮した情報システムの構築・利用が成
果に影響を及
本・朴
朴他, 2010; Fujimoto and Park, 2011)
かし、これまでの研究は、情報システムの視
点で製品アーキテクチャと組織能力（コア・
コンピタンス）との関係を分析したものの、
日韓企業のグローバル戦略展開の違いにフ
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ている両国企業の比較分析を行う。多くの日
本企業は、欧米先進国市場はもとより、本格
的に新興国での現地化戦略を展開している
韓国企業より先に、中国、インド、ブラジル
などの新興国
の現地化ではなく、本国のプレミアム製品の
旧型モデルの組立販売に近かったのである。
一方、韓国企業は徹底的にローカルニーズを
調べて、その顧客の声に合わせた製品開発を
行い、新興国市場に投入することでグローバ
ル成功を獲得してきたと言える。そのため、
両国のグローバル戦略を比較するために、従
来の組織能力を
る。すなわち、日本企業のように技術を重視
するテクノロジーコンピタンス、韓国企業の
ようにマーケットニーズへの対応を重視す
るカスタマーコンピタンス、テクノロジーと
カスタ
ケージコンピタンスである。本研究では、こ
うした
キテクチャとの関係を示すフレームワーク
を提示する。このフレームワークに基づき、
研究期間
代表的に成功した韓国企業と日本企業を取
り上げて、両国企業のグローバル戦略を比較
分析
示す。

 

 

ォーカスを置いて分析した研究は多くない
のが現状である。とりわけ、新興国戦略など
グローバル展開に求められる組織能力の要
素に着目した研究は皆無である。

２．研究の目的

この研究では組
クチャの視点に基づき、韓国企業と日本企業
のグローバル戦略を比較分析することで、両
国企業間のグローバル戦略の差異を明らか
にしていくことである
めに、この研究では韓国のみならず、日本の
製造業に焦点を当て、先進市場の欧米地域だ
けではなく、いわゆる新興国市場である中
国・インド・ブラジル・ロシアなどに展開し
ている両国企業の比較分析を行う。多くの日
本企業は、欧米先進国市場はもとより、本格
的に新興国での現地化戦略を展開している
韓国企業より先に、中国、インド、ブラジル
などの新興国市場に進出したが、真の意味で
の現地化ではなく、本国のプレミアム製品の
旧型モデルの組立販売に近かったのである。
一方、韓国企業は徹底的にローカルニーズを
調べて、その顧客の声に合わせた製品開発を
行い、新興国市場に投入することでグローバ
ル成功を獲得してきたと言える。そのため、
両国のグローバル戦略を比較するために、従
来の組織能力を
る。すなわち、日本企業のように技術を重視
するテクノロジーコンピタンス、韓国企業の
ようにマーケットニーズへの対応を重視す
るカスタマーコンピタンス、テクノロジーと
カスタマーコンピタンスの統合を図るリン
ケージコンピタンスである。本研究では、こ
うした 3つのコンピタンスと組織・製品アー
キテクチャとの関係を示すフレームワーク
を提示する。このフレームワークに基づき、
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３．研究の方法 
 
本研究では韓国と日本の製造業企業を取り
上げ、フィールド訪問調査を行うことで、組
織能力と組織・製品アーキテクチャのフレー
ムワークに基づき、韓国と日本企業のグロー
バル戦略を比較分析する。国際比較調査のた
めに、東京大学ものづくり経営研究センター
と協力し、代表研究者（本人）主催の「統合
型ものづくりと IT システム」研究会に参加
している日本企業の協力とともに、韓国ソウ
ル大学、慶北大学、漢陽大学、慶煕大学、米
国 Harvard 大学、Boston 大学, Toledo 大学、
イギリスの Cambridge 大学、Warwick 大学、
中国の浙江大学、復旦大学、インドの Delhi
大学、Coimbatore 大学の協力研究者との研究
ネットワークを活用し、北米とヨーロッパの
みならず、中国、インドにおける韓国・日本
企業を訪問し、インタビュー調査を行った。
平成 24 年度には北米とヨーロッパに位置し
た企業に対するインタビュー調査を実施し、
平成 25 年度には中国、インドに位置してい
る企業に対する調査を実施し、平成 26 年度
にはこれまでの調査結果をまとめて、その成
果を発信した。 
 
４．研究成果 
 
3 年間の研究成果をまとめると、研究初年度
である平成 24 年度では、こうした両国のグ
ローバル戦略を比較するために、3 つのコン
ピタンスと組織・製品アーキテクチャとの関
係を示すフレームワークに基づき、インタビ
ュー調査項目を洗い出した。次に、研究フレ
ームワークと調査項目に基づき、中国、イン
ド、ASEAN、南アフリカ共和国などの新興国
に進出している韓国と日本の大手製造業を
訪問し、ものづくり現場の視察とインタビュ
ー調査を行い、日韓企業の比較を行った。さ
らに、製品アーキテクチャのモジュラーとイ
ンテグラル軸に基づき、韓国と日本企業のグ
ローバル戦略の差異を比較し、欧米の先進市
場とBRICsなどの新興国市場におけるグロー
バル戦略を比較する準備を行った。さらに
2012 年度では、こうしたインタビュー調査に
基づき、積極的に研究成果をまとめて、国際
的に発信した。 
 
研究 2 年目である平成 25 年度では、平成 24
年度のグローバル調査の継続調査として、日
本と韓国の国内調査および中国、インドにお
ける日本と韓国企業の継続調査を行いつつ、
アメリカ、ロシア、台湾などの地域における
韓国と日本の大手製造業を対象にフィール
ド訪問調査およびインタビューを実施した。
また、2012 年度との比較のために、前年度行
った中国、インド、ASEAN、南アフリカ共和
国などの新興国における日本と韓国企業の
グローバル戦略の特徴を明らかにし、比較分

析を実施した。2 年間の研究成果をまとめる
と、日本企業は開発・生産においてクローズ
ドインテグラル製品・工程アーキテクチャ構
造を構築し、国内に蓄積されている暗黙知を
新興国市場に漸進的に展開する戦略を取っ
ていることが明らかになった。その結果、も
のづくりの開発・生産能力は日本の本社とマ
ザー工場に依存する傾向が未だに強く、そう
いった能力を現地に展開し、育てていく戦略
方向になっている。また、販売能力の拡張に
おいても、こうした漸進的な展開のため、多
様な商品ラインアップが難しく、販売チャン
ネルなどの面では依然として課題があるよ
うに思われる。 
一方、韓国グローバルメーカーは、サムスン、
現代自動車などで顕著に見られるように、韓
国本社のＲ＆Ｄ拠点や生産技術に頼るとこ
ろでは、日本企業と同様な傾向がみられるが、
素早く韓国本社の開発・生産の暗黙知を新興
国などの現地に展開するための仕組みを構
築していることが明らかになった。たとえば、
新興国における現地開発・生産環境に合わせ
て、マーケティング能力を強化しつつ、離職
率が激しい中国、インド、ロシアなどのもの
づくり環境に合わせて、生産工程を完全にモ
ジュラー化し、多能工ではなく単能工でも対
応可能な大量生産システムを韓国本社でパ
ッケージとして構築し、新興国市場に展開す
るケースが多い。現代の 30 万台生産能力の
大量生産工場システムのグローバル生産拠
点への素早い展開、サムスンの国内中心のス
マートフォン生産システムを自動化し、中国
とベトナムに素早く展開することで、巨大に
成長するマーケットに対応していることな
どが代表的なケースである。 
以上のインタビュー調査および成果を踏ま
えて、2012 年度に引き続き、2013 年度でも
積極的に研究成果をまとめつつ、その成果を
国際的に発信してきた。 
 
研究 3 年目である平成 26 年度では、これま
での調査結果を国際学会および国際ジャー
ナルに積極的に発信した。3 年間の研究成果
をまとめると、新興国戦略を成功させている
日本企業の場合、既存の日本国内開発製品を
現地に展開する戦略ではなく、現地ニーズを
新たにセンシングして、既存の自社技術と現
地部品を效率的に活用する戦略を展開して
いるのが共通の特徴である。また、これを実
現する具体的な製品アーキテクチャ戦略と
して、日本企業の場合、その独特の強みであ
るインテグラル・アーキテクチャ開発能力に、
現地部品企業の不安定な品質を吸収して低
い製品価格と、日本企業の強みである一定の
水準以上の品質を具現するオープン・インテ
グラル戦略を展開したことが分かる。 
一方、韓国グローバル企業の場合、オープ
ン・モジュラー製品を非常に早いスピードで
展開する戦略を駆使していると言えるだろ
う。そのため、新興国市場で成功している韓



国のグローバル企業は、ブランドによる差別
化戦略に注力しており、デザインの差別化、
市場別ニーズに特化した機能の差別化、タイ
ムリー製品投入、生産と販売を統合した SCM
（Supply Chain Management）戦略を展開し
ていると考えられる。 
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